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命 令 書

申 立 人 山口県山口市

全済生会労働組合山口支部

執 行 委 員 長 Ｘ １

被申立人 山口県山口市

社会福祉法人恩賜財団済生会支部山口県済生会

支部業務担当理事 Ｙ １

（ ） 、上記当事者間の山労委平成１８年 不 第３号不当労働行為救済申立事件について

当委員会は 平成２０年２月２８日第５６６回公益委員会議において 会長公益委員、 、

加藤政男 公益委員柳澤 旭 同中坪 清 同大田明登 同北本時枝が出席し 合議、 、 、 、 、

の上、次のとおり命令する。

主 文
本件申立てを棄却する。

理 由
第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

、 （ 「 」本件は 被申立人社会福祉法人恩賜財団済生会支部山口県済生会 以下 法人

という。)が、申立人全済生会労働組合山口支部（以下「組合」という。)の組合

員に対し 組合あてに自動販売機問題 以下 自販機問題 という に関する公、 （ 「 」 。）

開質問状の質問者として連名するよう勧奨した行為が、労働組合法第７条第３号

に該当する不当労働行為であるとして、救済を申し立てた事案である。

なお、自販機問題とは、組合が業者と契約をして設置している自動販売機の協

賛金、権利金及び手数料の一部を、法人に属する下関総合病院内の売店専従職員

であったＺ１ 以下 Ｚ１ という が 全済生会労働組合下関病院支部 以下（ 「 」 。） 、 （

下関病院支部 という 名義の口座ほか３口座に振り込ませ これを流用ない「 」 。） 、

し個人的に費消したとされる事件をいうが、加えてこれに組合のＸ２前執行委員

長・現書記長 以下 Ｘ２ という が関与しているとの法人からの疑いがもた（ 「 」 。）

れている問題を含む。

２ 請求する救済の内容の要旨

（１）法人は、組合の組合員に対し、組合に公開質問状を提出するよう勧奨し、組

合運営を支配し、又はこれに介入してはならない。

２ 法人は 組合に対し 法人の施設である済生会山口総合病院の病院長Ｙ２ 以（ ） 、 、 （

下「Ｙ２」という ）と連名で別紙謝罪文を交付せよ （別紙謝罪文省略）。 。

第２ 争点
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法人が組合の組合員に対し自販機問題の解明を求める公開質問状の質問者とし

て連名するよう勧奨したとされる行為が労働組合法第７条第３号に基づく支配介

入に当たるか。

第３ 認定した事実

１ 当事者

（１）被申立人

ア 法人は、全国各地に医療機関及び社会福祉施設等を設置して社会福祉事業

等を行っている社会福祉法人恩賜財団済生会 以下 済生会 という の山（ 「 」 。）

口県に置かれた支部であり、事務所を肩書地に、山口市に山口湯田総合医療

福祉センターを、下関市に豊関総合医療福祉センターを置き、両センターの

下に、山口総合病院のほか、山口地域ケアセンター、下関総合病院、貴船福

祉ケアセンターなどの施設を有している。なお、山口地域ケアセンターの下

に、湯田温泉病院のほか、在宅複合型施設やすらぎ、身体障害者療護施設な

でしこ園などの施設を有している （乙２６、３５）。

イ 法人の組織は、次のとおりである。

（ア）役員として会長、副会長等が置かれ、また、法人に属する業務について

は、支部業務担当理事が済生会を代表すると定められている （乙２６）。

（イ）山口総合病院には、病院長及び副院長が置かれ、その下に診療部、薬剤

部、看護部及び事務局のほか、経営企画室等が置かれている。

事務局には、事務長及び事務次長が置かれ、その下に総務課、経理課及

び医療社会事業室等が置かれ、それぞれ課（室）長が置かれ、その下に課

長補佐、係長、主任及び課（室）員が配置されている。

、 、 、 、 、 、山口総合病院では 就業規則において 病院長 副院長 部長 事務長

事務次長及び課（室）長などの者を「管理、監督の地位にある者」と定め

ている （乙３６）。

、 、 。ウ 本件申立時において 山口総合病院では ４４５人の職員が就業している

（２）申立人

ア 組合は、肩書地に事務所を置き、山口総合病院及び山口地域ケアセンター

に就業している職員により組織されている （甲２、９）。

イ 組合は 上部団体である全済生会労働組合 以下 全済労 という に加、 （ 「 」 。）

盟している。なお、全済労に加盟している組合としては、ほかに下関総合病

院に就業している職員により組織されている下関病院支部がある。また、全

済労には 組織強化を目的として東部 北海道・東北・関東 中部 東海・、 （ ）、 （

北陸・近畿 西部 中国・四国・九州 に地区本部が設けられており 平成）、 （ ） 、

１７年３月まで下関病院支部が事務局を担当していたが、同年４月以降は組

合が担当している （甲２、９）。

ウ 本件申立時において、山口総合病院に就業している職員のうち、１７７人

が組合に加入している。

２ 労使関係について

（１）組合の売店経営の状況
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ア 組合は、昭和４１年１月から、山口総合病院内の売店（以下「売店」とい

う を経営していたが 法人が国立湯田温泉病院の譲渡を受けた平成９年７。） 、

月からは、湯田温泉病院内の売店も併せて経営するようになり、それ以降、

２つの売店経営のため、専従職員として正規職員２名及びパート職員３名を

雇用している。なお、専従職員のうち、正規職員２名は、組合員である。

（甲２、乙１、Ｘ２証言Ｐ．２７）

、 、 （ 「 」 。）イ 組合は 売店経営の一環として 平成９年まではＡ社 以下 Ａ という

、 、ほか４社と契約し 山口総合病院１階にある売店横の自動販売機コーナーに

缶ジュース等の自動販売機を５台設置させ、販売高に応じた手数料の支払い

を受け取っていた。その後、平成１０年４月にＡと契約し、同病院２階の自

動販売機コーナーに自動販売機を２台設置させ、さらに平成１４年４月に、

同じ場所に自動販売機を１台設置させた。なお、平成１２年１０月、同病院

１階の自動販売機コーナーにあった自動販売機を１台入れ替えるため、Ｂ社

（以下「Ｂ」という ）と契約し、自動販売機を設置させた。。

（甲２、４、乙５、１２、Ｘ２証言Ｐ．６、７）

ウ 平成８年頃、組合は、売店の売上げが伸び悩んできたことから、売店のて

こ入れのため、下関病院支部にＺ１の派遣を依頼し、Ｚ１は、月に１～２回

山口に来て、午後５時頃から約１時間、伝票のチェック、自動販売機のチェ

ック及び納入業者との交渉などを行うことになった。

（甲２、Ｘ２証言Ｐ．２、３、５）

（２）平成１７年１月２５日のあっせん申請までの労使関係

ア 平成１４年７月１０日、山口総合病院内における夏期一時金を巡る交渉が

難航したため、組合は、終日ストライキを実施するが、交渉が妥結しないた

め、当委員会にあっせんを申請した。同年７月３０日、労使双方は、あっせん

案を受諾した。

（申立人準備書面（２）Ｐ．８、甲１７－１）

イ 平成１５年１０月、年末一時金を巡る交渉が妥結せず、その後、組合は、

当委員会にあっせんを申請した。同年１２月１０日、労使双方は、あっせん

案を受諾した。

あっせん案の内容は、以下のとおり。

あ っ せ ん 案 （抜粋）

今次争議については、下記により円満解決を図られたい。

なお、今後、労使双方は、厳しい経営環境に対する共通の認識を持って

労使交渉を行い、早期に良好な労使関係を築くよう努められたい。

記

１ 山口総合病院における近年の厳しい経営環境の現状に鑑み、労使双方

は、経営健全化委員会（平成１５年５月２６日設置 」の場で、誠意を）

持って、中長期の展望に立った経営改善方策を協議し、改善の実が上が

るよう相互に協力するものとする。

２～３ （略）
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（申立人準備書面（２）Ｐ．９、甲１７－２）

ウ 平成１７年１月２５日、組合は、平成１５年１２月１０日のあっせんで合

意した良好な労使関係の構築が困難であるとして、当委員会にあっせんを申

請した （申立人準備書面（２）Ｐ．９、Ｙ４証言Ｐ．２）。

（３）売店運営の在り方検討委員会の状況

ア 平成１７年２月２日、労使双方は、あっせん案を受諾した。

あっせん案の内容は、以下のとおり。

あ っ せ ん 案 （抜粋）

今次争議については、下記により円満解決を図られたい。

記

１～２ （略）

３ 院内売店の運営について、労使が共通認識の下で、双方の実務者代表

同数から成る「売店運営の在り方検討委員会（仮称 」を設置し、その）

（ ） 、中で組合はその経営状況 過去２年間の関係帳簿 を開示するとともに

職員・患者サービスの在り方、運営方法等について本年末を目途に報告

を取りまとめるものとする。

（甲１７－３、乙２３）

イ 上記あっせん案に基づき、売店運営の在り方検討委員会（以下「在り方委

員会 という が発足し 平成１７年５月９日以降 月２回 平成１８年１」 。） 、 、 （

月から月１回）のペースで開催された。在り方委員会は、労使の代表者以外

の実務者各３名の委員で構成され、組合側委員は、Ｘ１前書記長・現執行委

員長 以下 Ｘ１ という ほか２名であり 山口総合病院側委員は Ｙ３（ 「 」 。） 、 、

（ 「 」 。）、 （ 「 」 。）放射線科部長 以下 Ｙ３ という Ｙ４事務次長 以下 Ｙ４ という

ほか１名であった。なお、Ｘ２は、平成１７年９月に執行委員長を退き、書

、 。 、 、記長に就任したことに伴い 在り方委員会の委員に就任した また Ｙ４は

経理課長を兼任している。

（申立人準備書面（２）Ｐ．７、甲１６－１～１６－３、乙３０、Ｘ１陳

述Ｐ．２７、２８、Ｙ４証言Ｐ．６）

ウ 在り方委員会で、山口総合病院が売店の関係帳簿の開示を求めたため、組

合は、過去２年間の決算書を提供するとともに、関係帳簿については、在り

方委員会において開示したが、平成１８年８月４日付けで同病院から申入れ

のあった①売店の自動販売機の手数料の利率の開示、②関係帳簿のコピーの

提供については、拒否した （甲１６－６、Ｘ２証言Ｐ．２８）。

エ 在り方委員会は、山口総合病院の申入れにより平成１７年度末を目途に、

売店運営等についての協議結果を報告書にまとめることとしていたが、売店

の経営の開示度が不十分である等の理由により、Ｙ２の了解が得られず、報

告書は作成されなかった。

（申立人準備書面（２）Ｐ．８、甲１６－９、乙３０）

（４）自販機問題の発覚後の状況

ア 平成１７年１月頃、法人が経営する下関総合病院の新築工事現場に設置さ
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れていた自動販売機の手数料が中国労働金庫（平成１５年１０月に、山口労

働金庫が他の３つの労働金庫と合併して発足した 下関支店の西部地区本部。）

事業部Ｘ２ カナ書 以下 Ｘ２ カナ書 という 名義の口座に振り込（ ）（ 「 （ ）」 。）

まれていたことが発覚した。下関病院支部は、平成１７年３月３１日まで、

、 。下関総合病院内の売店を経営し Ｚ１を含め３名の専従職員を雇用していた

（甲２、５、Ｘ２証言Ｐ．１５、１６）

イ 平成１７年１月ないし２月、 Ｙ ５ 前経営企画室係長・現総務課長補佐

以下 Ｙ５ という は 下関総合病院の事務員からＸ２ カナ書 名義（ 「 」 。） 、 （ ）

の通帳のコピーを見せられ、山口総合病院に設置された自動販売機の手数料

の一部が入っていることを聞いたため、その旨を山口総合病院のＹ６前事務

長に報告した （Ｙ５証言Ｐ．２）。

ウ 平成１７年３月、下関総合病院のＹ７前事務長が来院し、Ｙ６前事務長立

会いの下、口座名義人であるＸ２に事情を確認した。これに対し、Ｘ２は、

自己の名前が口座名義人としてＺ１に勝手に使われた旨を述べた。

（甲２、７、Ｙ４証言Ｐ．７）

エ 平成１７年３月１６日、下関病院支部及び下関総合病院は、病院の新築移

転に伴い、売店の経営権を病院側に移譲する民事調停が成立した。下関病院

支部は、同年２月末頃よりＺ１ら専従職員と退職金の上積み及び雇用の確保

等につき協議していたところ、下関総合病院から自販機問題について情報提

供があったため、Ｚ１に対しＸ２（カナ書）名義の口座の開示を求め、Ｚ１

が自動販売機の手数料を領得したことを確認した。Ｚ１は、下関総合病院の

新築移転後も雇用が継続されることになっていたが、下関病院支部との信頼

関係が破綻したことを認め、同年３月３１日をもって退職した。

（申立人準備書面（２）Ｐ．４、５、甲２、５、Ｘ２証言Ｐ．１６、１７）

オ 平成１７年５月頃、Ａは、自動販売機の契約の窓口が山口総合病院に移る

ことに備え、営業促進のため同病院を訪れ、Ｙ４及びＹ５と会った。

(乙１０、Ｙ４証言Ｐ．１０、１１)

カ 平成１７年９月頃、山口総合病院は、自販機問題を調査するため、Ａに資

料の提供を求め、１カ月後に、Ａから会社用の契約書及び振込明細書の提供

があった。その後も、同病院は、下関総合病院に情報提供を求めたり、Ｂ及

びＣ社に資料の提供を求めるなどした。

（乙１２～１６、Ｙ４証言Ｐ．２、Ｙ５証言Ｐ．２）

キ 平成１８年３月頃、Ｙ５は、自販機問題に関し、Ｘ２及びＺ１に対する告

発や刑事事件としての立件の可否について、山口総合病院の顧問弁護士に相

談した （Ｙ５証言Ｐ．２３、２４）。

ク 平成１８年３月２８日ないし２９日、Ｙ５は、山口警察署に自販機問題の

資料を持って相談に行き、その旨をＹ２に報告した。同年４月５日、山口総

合病院は、来院した県警及び山口警察署の担当者に自販機問題を説明すると

ともに、収集した資料のコピーをすべて渡した。なお、同病院の応対者は、

Ｙ２、Ｙ３、Ｙ４及びＹ５であった。同年４月１１日、山口警察署からＹ４



- 6 -

、 、 、に 証拠書類等が足らないので 現段階では捜査に入れないとの連絡があり

使途が組合活動以外の私的なものかはっきりしないため、もう少し調査を進

めた方がいいという旨のアドバイスを受けた。その後、Ｙ５は、下関病院支

、 。部の元専従職員に話を聞くなどしたが 使途を解明することはできなかった

（Ｙ４証言Ｐ．３、Ｙ５証言Ｐ．５、２１、２２）

ケ 平成１８年５月１５日頃、Ｙ２は、Ｘ１及び組合の執行委員であったＺ２

以下 Ｚ２ という を院長室に呼んだ 山口総合病院２階の自販機コー（ 「 」 。） 。

ナーに設置されているＡの自動販売機２台の手数料の一部が、中国労働金庫

下関支店の専従職員会計Ｚ３ 以下 Ｚ３ という 及びＸ２ カナ書 名（ 「 」 。） （ ）

義の口座に、Ｂの３０万円の協賛金が下関病院支部名義の口座に、Ａの６０

（ ）（ 「 （ ）」万円の権利金が全済労西部地区本部会計Ｚ１ カナ書 以下 Ｚ１ カナ書

という 名義の口座に 総額で５００万円余りが上記４つの口座に振り込ま。） 、

れており、この問題を同病院と組合が共同で調査したい旨を申し入れた。こ

、 、 、 。れに対し 組合は 組合内部の問題であることから 病院の申入れを断った

（甲１、４、乙６、７、１１、１３、１５、１８～２０、２２、Ｘ１陳述

． 、 、 、 、 ． 、 、 ．Ｐ ２ ３ ２４ ２５ Ｚ２証言Ｐ ２～４ ２７～２９ Ｙ４証言Ｐ

１３）

コ 平成１８年５月１５日頃、Ｙ２は、Ｘ１らを呼んだ後、Ｘ２を呼び、中国

労働金庫下関支店に対し Ｘ２ カナ書 名義の通帳の開示を求めるため 委（ ） 、

。 、「 、任状を同年５月２６日を期限として依頼した 同席したＹ４は この問題は

組合全体の問題だから、組合に報告してちゃんと処理すべき」旨を述べた。

同年５月２９日、Ｙ４は、Ｙ２の了解を得て、Ｘ２に督促の電話をした。同

年７月２０日、 Ｘ ２ は、山口総合病院に上記委任状を提出した。

（Ｘ１陳述Ｐ．６、７、Ｘ２証言Ｐ．２２、２５、Ｙ４証言Ｐ．１３）

サ 平成１８年５月２４日、山口総合病院は、約２００名弱の職員を集め、職

員集会を開催した。Ｙ３、Ｙ４及びＹ５の３人は、集会の開催についてＹ２

の許可を受けていた。集会では、Ｙ４が司会を行い、Ｙ５が自販機問題につ

いて説明した Ｙ２は 病院内であったことは すべて職員全員に承知させ。 、「 、

る」旨を発言した。

（申立人準備書面（１）Ｐ．２、甲１、Ｘ１陳述Ｐ．４、５、Ｙ５証言Ｐ．

７）

シ 平成１８年５月３１日、Ｙ５は、Ｘ１に対し、全済労西部地区本部及び下

関病院支部に対しＺ３及びＺ１（カナ書）名義の口座開示を要請する旨を述

べ、翌６月１日、Ｙ２の決裁を得て、病院長名による要請文書を送付した。

（申立人準備書面（１）Ｐ．２、甲１、Ｘ１陳述Ｐ．７、Ｙ５証言Ｐ．８、９）

ス 平成１８年５月３１日、山口総合病院は、院内広報誌「Ｌｉｎｋ」に「自

動販売機の売上げ・・・何処？」という記事を掲載した。

（申立人準備書面（１）Ｐ．２、甲１、７）

セ 平成１８年６月１日、組合は、拡大執行委員会を開催し、自販機問題につ

いて今後の対応を協議し、同年６月７日に開催された臨時大会で、組合独自
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で調査する方針を決定した。

（申立人準備書面（２）Ｐ．６、甲１０、１１、Ｘ１陳述Ｐ．８）

ソ 平成１８年６月１３日、下関病院支部は、山口総合病院に対し、経営する

売店で主に手数料の振込口座として使用していた下関病院支部名義の口座開

、 、 。示を行ったが 要請のあった他の口座については 該当がない旨を回答した

（乙２０）

タ 平成１８年６月１５日、山口総合病院内における夏期統一要求に対する団

体交渉が行われた。組合側は、三役を中心に臨み、同病院側は、Ｙ８事務長

及びＹ９看護部長が出席した。組合は、団体交渉の場で、同病院が開催した

同年５月２４日の職員集会について触れ、自販機問題について事実の把握に

努めるとともに、同病院に説明を行うことを約束したが、さらにこれ以上の

同病院からの内政干渉は不当労働行為にあたる可能性がある旨を申し入れ

た。

（甲１２－１）

チ 平成１８年６月２９日、山口総合病院は、１０名前後の組合員を集め、会

議を開催した。会議では、Ｙ５が自販機問題について説明し、組合員から意

見を聞いた （Ｙ４証言Ｐ．２０、２１、Ｙ５証言Ｐ．１２）。

ツ 平成１８年７月６日、組合は、臨時大会を開催し、自販機問題の調査状況

を報告するとともに、Ｚ３及びＺ１（カナ書）名義の口座の開示を求め、不

正に処理された総額を把握し、全額返還要求を基本として、代理人弁護士と

協議し処理することを決定した。

（申立人準備書面（２）Ｐ．６、Ｘ２証言Ｐ．２５）

テ 平成１８年７月２０日、組合は、山口総合病院に対し自販機問題の調査結

。 、 、 、 、 、果について報告した 組合側は Ｘ１及びＸ２が 同病院側は Ｙ２ Ｙ３

Ｙ４及びＹ５が出席した。組合は、①自販機問題への関与については、Ｘ２

（カナ書）名義の口座を開示し、自販機問題への組合及びＸ２の関与が認め

られないことを説明し、同病院に謝罪文と全職員への周知を求めた。②手数

料の処理については、組合内部の問題であることから、同病院側からこれ以

上干渉しないよう求めた。

（ （ ） ． 、 、 、 、 、 、申立人準備書面 ２ Ｐ ５ ６ 甲１ １２－２ １４－１ １４－２

Ｙ４証言Ｐ．１２、１４、Ｙ５証言Ｐ．９、１０）

ト 平成１８年８月１０日、公開質問状の質問者としてＺ２のほか、組合員Ｚ

４（以下「Ｚ４」という 、組合員Ｚ５（以下「Ｚ５」という 、執行委員。） 。）

Ｚ６ 以下 Ｚ６ という の４名が押印し 他組合員１６名と記載した同（ 「 」 。） 、

質問状が組合に提出された （乙３）。

ナ 平成１８年８月２２日、組合は、山口総合病院あてに申入書を提出し、同

年８月１０日、Ｚ２から提出された公開質問状の作成や連名者を募る上で、

同病院側の関与があるかどうかの回答を求めた。

（申立人準備書面（２）Ｐ．６、甲１５－１）

ニ 平成１８年８月３１日、組合は、執行委員会を開催し、公開質問状への対
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応について協議した。Ｚ２及びＺ６は、この会議に出席した。Ｘ１は、Ｚ２

に対し事情聴取を行ったところ、Ｚ２は、公開質問状の作成や連名者を募る

上で、同病院側が関与した事実を認めた。

（申立人準備書面（２）Ｐ．６、７、甲１、１５－２、乙８、Ｘ１陳述Ｐ．

１３、１４、１６、２９、Ｚ２証言Ｐ．２３）

ヌ 組合は、平成１８年９月１日付け組合ニュースに「売店、自販機契約問題

に関する公開質問状の回答！」を掲載した。組合ニュースには、公開質問状

の質問事項に対する回答とともに、その作成者であるＺ２が病院側の関与を

認めたこと、同年８月２２日の申入れに対する山口総合病院の回答を検証し

て今後の対応を検討することが記載されている （甲１５－２、乙８）。

ネ 平成１８年９月１２日、公開質問状の連名者としてＺ２、Ｚ４、Ｚ５及び

（ 「 」 。） （ 「 」Ｚ６のほか組合員Ｚ７ 以下 Ｚ７ という 及び組合員Ｚ８ 以下 Ｚ８

という の６名が押印し 他有志一同と記載した同質問状が組合に提出され。） 、

た。同質問状には、質問事項のほか、真相解明を目的とした調査委員会の立

上げ及び共同調査の提案が記載されている。Ｚ２らは、組合員に対しては、

声明文を添付の上、同質問状を配布した。

（乙４９、５０、Ｚ２証言Ｐ．２９、Ｙ４証言Ｐ．２６、２７）

ノ 平成１８年９月１５日、組合は、同年８月１０日及び９月１２日の公開質

問状に対し、文書で回答をした （乙５１）。

ハ 山口総合病院は、平成１８年９月２０日付けで、組合に対し、平成１９年

３月末日を期限として売店及びその横の自販機コーナーの明渡しを求め、併

せて２階自販機コーナーについても、民法第５９７条第３項に基づき、同日

の期限で明渡しを求める通知を行った。同病院は、売店等の明渡しの理由と

して、賃料月５万円は光熱費相当額に過ぎず、実質的には使用貸借と解され

ること及び病院経営上の必要性を挙げている。これに対し、組合は、平成１

８年１０月１９日付けで、同病院に対し、一方的な明渡しには応じられない

旨を回答した。

（被申立人釈明書Ｐ．２、３、甲１６－１０、乙２４、２５、３７）

ヒ 平成１８年９月２６日、公開質問状の連名者としてＺ２、Ｚ４、Ｚ５、Ｚ

６、Ｚ７及びＺ８の６名が押印し、他有志一同と記載した同質問状が組合に

提出された （甲１、乙５２）。

フ 平成１８年９月２７日、山口総合病院は、約１００名の職員を集め、職員

集会を開催した。Ｙ４は、自販機問題を職員に周知する意味で、同集会を開

、 。 、 、催することをＹ２に提案し 了解を得た この集会では Ｙ４が司会を行い

Ｙ２のあいさつに続いて、Ｙ５が自販機問題について約１時間説明した。

（甲１、６、Ｘ１陳述Ｐ．１７、Ｙ４証言Ｐ．１６、１７）

ヘ 平成１８年１０月１７日、組合の代理人弁護士は、Ｚ１から事情聴取を行

、 、 、 。 、い 同年１１月６日 組合は 自販機問題でＺ１と示談した 示談の内容は

Ｚ１は、中国労働金庫下関支店の４つの口座に振り込まれた売店の手数料及

び協賛金等の総額は、５，３５２，９０５円であることを確認し、組合に無
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断で振込手続を行い、個人的に費消等をしたことを認め、Ｚ１が、その総額

のうち、売店事務委託費相当額３２４万円（月額３万円の１０８か月分）等

を控除した１，６４７，０４２円を支払うことを条件に、組合は、Ｚ１を刑

事告訴等をしないことを確約している （甲１、３、２０）。

ホ 平成１８年１０月２４日、組合は、法人が組合員に対し、組合あてに自販

機問題に関する公開質問状を出すよう勧奨した行為が、労働組合法第７条第

３号に該当する不当労働行為であるとして、当委員会に救済を申し立てた。

マ 平成１８年１０月３１日、山口総合病院は、組合に対し、Ｙ２名で自動販

売機の不正に関する調査委員会の設置について組合の参加及び委員選出等の

協力を依頼した。この委員会は、自販機問題の真相解明と早期解決を目的と

し、公正な調査を行うため、第三者を交えた構成としている。これに対し、

、 。組合は 同年１１月９日付けで組合の運営に支配介入しないよう申し入れた

（甲１、乙５３、５４）

ミ 平成１８年１２月１２日、Ｚ２ら組合有志は、組合に要望書を提出し、Ｚ

１の刑事告訴等を求めたが、期限までに回答がないため、平成１９年２月８

日、Ｚ２らは、回答がないことを質すとともに、公開質問状を組合に提出し

た。

（乙５５、５６）

ム 平成１９年８月２０日、済生会は、組合を相手取り、売店及び自動販売機

の設置部分約６０平方メートルの明渡しを求める訴えを山口地方裁判所に提

起した （乙４４～４８）。

３ 法人が組合の組合員に対し自販機問題の解明を求める公開質問状の提出に当た

り勧奨したとされる行為について（争点）

（１）質問事項の作成について

ア 平成１７年の春頃、Ｚ２は、Ｚ４から組合の自動販売機の手数料の一部や

権利金等が売店の口座以外のところに流れているという説明を受けた。その

後、Ｙ３からも同様の話を聞いた （Ｚ２証言Ｐ．４）。

イ 平成１８年５月１５日頃にＹ２から呼ばれたその前後、Ｚ２は、Ｚ４に自

販機問題について詳しく教えてくれと相談したところ、自分より適切な人が

いると言われ、Ｙ５に相談に行くようになった。Ｙ５は、Ｙ４と相談の上、

Ｚ２にＡ及びＢから入手した契約書、振込明細書をすべて提供した。

（Ｚ２証言Ｐ．６、Ｙ５証言Ｐ．３、４、１３）

ウ 質問事項の作成に当たっては、その文案は、Ｚ４、Ｚ５、Ｚ６らと打合せ

しながら、基本的には、Ｚ２が作成したが、Ｙ５が業者の間違いがないか、

文章の「てにをは」などのチェックをした。

（Ｚ２証言Ｐ．１５、１６、１８、Ｙ５証言Ｐ．１４）

エ その後、チェックを受けた質問事項の部分をＺ２がプリントアウトして、

山口総合病院の施設内で Ｙ５ が２０部ないし３０部印刷した。

（Ｙ５証言Ｐ．１４、１５）

（２）公開質問状とすることの発案について
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ア Ｚ２は、Ｚ４、Ｚ５、Ｚ６らとの打ち合わせの中で、まず、書面という形

をとろうという意見が出て、その中で、少人数では、嫌がらせや個人攻撃さ

れる可能性があるので、公開にした方がよいとする発案があった。

（Ｚ２証言Ｐ．１６、２６）

イ 組合が定めた組合規約第５条には、組合員は、大会、執行委員会等の機関

、 、 、に意見を提出し 説明を求める権利を有すると規定されているが Ｚ２らは

自販機問題について、機関で質問したことはなかった。

（甲１８、Ｘ１陳述Ｐ．２９、３１、３２、Ｚ２証言Ｐ．２９）

ウ Ｚ２は、８月２１日付けで公開質問状の配布及び施設内の利用について山

口総合病院に依頼した。これに対し、同病院は、施設内の利用については、

組合内部の問題が解決するまでの間許可するとともに、同質問状の配布につ

いては、組合ニュースと同様の取扱いとする旨回答した。

（乙３１、３２、Ｚ２証言Ｐ．２０、２１、３０）

（３）組合員に公開質問状に連名するよう勧奨した行為について

ア 平成１８年６月２９日、Ｙ４及びＹ５は、組合員を対象とした会議を開催

した。Ｚ２らが声を掛けて集まった１０名前後の組合員が出席し、Ｙ５が自

販機問題について説明した。会議では、公開質問状を出す話はなかった。

（Ｙ４証言Ｐ．２０、２１、Ｙ５証言Ｐ．１２）

イ Ｚ２は、平成１８年８月１０日に最初に提出した公開質問状の質問者のう

ち、Ｚ２らが直接頼んで、連名に加わってもらった一部の者から、少人数で

あると後から嫌がらせを受けたりしないか相談を受けた。

（Ｚ２証言Ｐ．１６）

ウ Ｙ４は 公開質問状の連名の人数について Ｚ２から意見を聞かれ １人、 、 、「

よりは２人 ２人よりは１０人 １０人よりは２０人の方がいい と述べ 人、 、 」 、「

」 、「 」数を集める術がないんだけど と相談されたため 心当てをあたってみよう

と述べた。また、連名した者のうち２名の女性から「女性が少ないから恐ろ

しい」と言われたことから、女性の連名者を集めた。

（Ｙ４証言Ｐ．４）

エ Ｙ４は、公開質問状の質問事項の内容はよく知らないため、Ｙ５から質問

事項のコピーを１枚もらい まず 組合員Ｚ９ 以下 Ｚ９ という を訪、 、 （ 「 」 。）

ね、コピーを見せて、賛同できるのであれば、名前を貸すように依頼した。

次に Ｙ４は 組合員Ｚ１０ 以下 Ｚ１０ という を訪ね コピーが手、 、 （ 「 」 。） 、

、 、 、元にないため 組合売店についてどう思うか尋ねた上で 質問事項の内容は

Ｚ２に 聞くように言って、名前を貸すよう依頼した。また、組合員Ｚ１１

（以下「Ｚ１１」という ）及び組合員Ｚ１２（以下「Ｚ１２」という ）に。 。

対しては、Ｙ４の依頼によって、Ｚ９が勧誘し、両名とも名前を貸すことを

了承した 組合員Ｚ１３ 以下 Ｚ１３ という に対しては 平成１８年。 （ 「 」 。） 、

６月２９日の組合員を対象とした会議で自販機問題について説明し、後日、

、 。Ｙ４の依頼によりＹ１０師長が勧誘し Ｚ１３は名前を貸すことを了承した

なお、Ｙ１０師長は、組合に加入していない。
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（甲１、Ｘ１陳述Ｐ．１４～１６、Ｙ４証言Ｐ．１７～２１）

オ Ｙ５は、Ｙ４から連名を募った者のメモを受け取り、Ｚ２に渡した。

（Ｘ１陳述Ｐ．１４、Ｚ２証言Ｐ．２３、Ｙ５証言Ｐ．１６）

（４）公開質問状の提出について

ア 平成１８年８月１０日、Ｚ２は、質問者としてＺ９、Ｚ１０、Ｚ１１、Ｚ

１２、Ｚ１３を含む１９名の連名で公開質問状を組合に提出した。これに対

し、Ｘ１は、同質問状の質問者には押印がなく、正式に受けるには押印が必

要である旨述べたため、その後、質問者としてＺ２のほか、Ｚ４、Ｚ５、Ｚ

６の４名が押印し、他組合員１６名と記載した公開質問状を再度提出した。

なお、最初に提出した公開質問状は組合から返却されていない。

（甲１、乙２、３、Ｘ１陳述Ｐ．１１～１３、Ｚ２証言Ｐ．６、７）

第４ 主張及び判断

１ 当事者の主張

（１）組合の主張

Ｙ４及びＹ５は、使用者である法人に属する山口総合病院のＹ２の指示を受

けて、自販機問題の真相解明のための調査を行った。Ｙ４は、組合の組合員で

あるＺ２らが、組合員の権利を行使して申立人組合に対して、公開質問状によ

り質問をするに当たり、組合員に対し、質問者として名前を連ねるよう勧奨し

た。これは法人が組合の運営に支配介入するもので、労働組合法第７条第３号

に違反する。

（２）法人の主張

Ｙ４がＺ９らに公開質問状の質問者として名前を連ねるよう勧奨したことは

事実である。しかし、当該勧奨行為については、組合の組合員であるＺ２の要

請に基づき、Ｙ４及びＹ５がこれに応じたものである。公開質問状の提出への

法人側の協力は、自販機問題の真相解明に向けた調査過程の一環であり、法人

による調査そのものが告発権の行使に伴う正当なもので、法人には組合運営に

支配又は介入する意思もない。

２ 判 断

（１）Ｙ４の行為と法人の関係

本事件においては、Ｙ４の組合員に対する公開質問状に質問者として名前を

連ねるよう勧奨した行為が支配介入にあたるか否かの判断が求められていると

ころである。しかし、法人の主張によれば、Ｙ４の行為は、法人の下部組織の

一つである山口総合病院（乙３５）の代表者であり、当該病院に勤務する職員

の指揮監督権を有するＹ２（乙３６第３条ないし第５条）の指示によるもので

はないとする。したがって、そもそも、本事件においてＹ４の行為の責任を法

人に帰属させることができるかどうかが問題となる。

Ｙ４は、入社以来、庶務、経理業務の経験が長く、同人には①就業規則第３

条第１項の規定によると、管理、監督の地位にあり、また、同規則第４条にい

う別表組織図によれば、職制上、組合規約（甲１８）第３条別表にいう管理職
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（組合員無資格者）である事務長の直近の部下として、事務長を補佐する立場

にあったこと、②自販機問題の調査のための平成１８年５月２４日と同年９月

２７日の職員集会や、同年６月２９日の売店問題の会議、また、本事件の審査

手続きにおける法人側の補佐人であること、Ｘ２（カナ書）名義の口座開示の

委任状提出要請、公開質問状の提出への関わりについて、それぞれ、病院側の

、 、 、 、中心的人物として出席し 行動していること ③Ｙ４は Ｙ２の意向に沿って

同病院長の暗黙の了解が得られるとの認識の下にＹ５による自販機問題に係る

調査を容認し、公開質問状の提出に関わる勧奨行為を行ったこと、などの事情

が認められる。

以上のことから、Ｙ４は組合員資格を有する者ではあるが、病院の利益代表

者に近接する職制上の地位にあり、法人の意を体して本件勧奨行為を行ったも

のと考えられる したがって 同人の行為は法人に帰責できるものである 東。 、 。（

海旅客鉄道（東京運転所第二脱退勧奨）行政訴訟事件（最高裁二小平１８．１

２．８判決）参照）

（２）自販機問題の位置づけ

組合は、売店問題及び同問題に関連して発生した自販機問題について、あく

まで組合が自主的に決定することのできる組合内部の問題であると主張してい

るので、この点について、以下、判断する。

ア 組合の売店経営

組合の売店経営は、一般的には、労働者の相互扶助ないし相互保護を目的

とする共済活動の一環として、本件においては組合が山口総合病院施設内の

一区画を同病院から借用して、職員はもちろんのこと患者の福利厚生に役立

っているものといえる。そして、組合自身も売店経営について、組合活動そ

のものではないが、組合活動に関連するものとし、結論的には組合活動であ

ると位置づけて 申立人準備書面 ２ Ｐ ２ Ｘ２ 証言Ｐ ２７ ①組合（ （ ） ． 、 ． ）

規約付則３で売店運営管理規則を定め、売店会計を組合特別会計で取り扱っ

ており 甲１８ ②組合で売店に専従職員を雇い 当該職員には組合員とし（ ）、 、

て組合の業務も行わせており、③組合売店の決算等の状況について大会に諮

り、組合一般会計（厚生部）に売店の収益の一部を寄付金として計上してい

る （乙３８）。

以上のことから判断すると、組合の売店経営は組合活動そのものとは言え

ないものの、少なくとも組合活動に付随し、組合活動に密接な関係をもった

共済活動であるため、基本的には組合が自主的に決定する組合内部の問題と

して捉えることができる。

イ 自販機問題

自販機問題は、組合の売店経営に関連して発生した問題ではあるが、この

問題を組合内部の問題としてのみ捉えるべきか否かについて、以下、検討す

る。

売店経営に関連して発生した自販機問題を巡る背景として、①自販機問題

は病院内にある売店との関わりの中で発生した事件である可能性があるこ
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と、②病院の事件に係る管理責任は病院長が負い、当該事件の如何によって

は病院ないし法人の社会的信用を損なう恐れがあること、③そのため、組合

員である前に職員である者の不正の疑いについて、職場秩序を維持し職場規

律を確保する上から、就業規則に基づく服務規律、懲戒規定に基づき、事件

の真相解明を行う必要があったこと、などの事情が認められる。

以上の自販機問題の特殊性に鑑みるとき、自販機問題については、組合内

部の問題にとどまらないと言うべきである。

（３）法人による自販機問題調査の限界

自販機問題が組合内部の問題にとどまらず、病院施設の管理や職場の秩序等

を維持するための調査のため、法人による自販機問題に対する調査が許される

としても、本来的には組合内部の問題である売店経営に関わる問題であること

から、自ずから限界がある。また、この点は、法人に自販機問題についての告

発権（刑事訴訟法第２３９条）があるとしても同様である。

本件争点との関係で言えば、支配介入の意思をもってする調査及び勧奨行為

は不当労働行為となるし、明確あるいは積極的な支配介入の意思がなかったに

せよ調査及び勧奨行為が組合運営に影響を与えるようなものである場合には不

当労働行為となる。

（４）法人の支配介入行為の成否

Ｙ４の行為を法人に帰責させ得ることについては、既に述べたとおりである

が、同人の行為はＹ２やＹ５らの言動と無関係に行われたものではないと考え

、 。られるので これらについても検討した上でＹ４の行為を検討することとする

ア Ｙ２の言動について

Ｙ２が平成１３年に就任した後における労使関係については、第３の２の

（２）で認定したとおり、組合が夏期一時金闘争に絡んで平成１４年７月に

ストライキに入ったこと、平成１５年の年末一時金を巡る交渉が妥結しなか

ったこと、また、これらに伴い組合が当委員会にあっせん申請をしたこと、

さらに平成１７年１月には、前回あっせんで合意した良好な労使関係の構築

が困難であるとして院内売店の運営の問題とともに組合があっせん申請をす

る中で、Ｘ２が率いていた組合との関係が険悪化しつつあったことが認めら

れる。確かに、こうした状況の中では、Ｙ２のＸ２個人に対する嫌悪の感情

を窺うことができるものの、さらに進んで組合を嫌悪し反組合的（組合の弱

体化を図る）意図までをもって対峙していたものと認めることはできない。

また、Ｙ２は、平成１８年５月１５日頃Ｘ１を呼び出した際、組合執行委

員であるＺ２を組合を通すことなく呼んでいる。しかし、この時点において

Ｚ２は必ずしも自販機問題に関する組合執行部の対応姿勢に不信感を抱き、

積極的に動き出そうとしていたわけではないが、第３の３の（１）で認定し

たとおり、Ｚ２が平成１７年の春頃から自販機問題を知り、同問題に関心を

持っていたことから、Ｙ２が自分と共通かつ同一の目的を持っている者と認

識したものと考える。同人を同席させる必要性はともかく、その際、実際に

自販機問題についての組合との共同調査の申入れをしていることから広く問
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題意識の喚起を図り、もって自販機問題の真相解明を図りたいとする意思は

窺えるが、さらにそれ以上にＺ２をして反組合的な活動をさせようとする意

図をもって行われたものと評価できるものではない。

イ Ｙ５の言動について

（ア）Ｙ５の言動

Ｙ５の問題となる同人の言動としては、自販機問題に関し自動販売機業

者等から入手した資料を提供するなどして情報提供をＺ２に対し行ったこ

と、Ｚ２が公開質問状を作成するに当たってその内容を添削するなど、公

開質問状の作成に関わったことが挙げられる。

Ｙ５とＺ２との間で自販機問題についての関わりが、平成１８年５月１

５日頃のＹ２から呼び出しの時期を基準にいつの時点で始まったかは必ず

しも定かではない。ただ、Ｚ２の証言からは、平成１７年春頃から職場の

同僚を通じ自販機問題について情報が入るようになり、後には自ら進んで

真相解明の必要性を感じ、この問題に最も詳しいと考えられるＹ５に情報

提供を依頼したことが窺え、同係長の証言からも自販機問題についての情

報提供はＺ２の要請に呼応したものと認められる。

そして、公開質問状作成についての関与にしても、組合執行部の調査を

見守るだけでは自販機問題の真相解明の成果を期待できないと考えたＺ２

が、直接自動販売機業者に面会するなど独自で調査を進めるとともに、有

志との話合いにより組合に対する質問を実効性のあるものにするために文

書による公開質問という形式を取り、その質問内容をも決めた上で、Ｙ５

に対し公開質問状に対する添削を求め、同係長がこれに応じたものと認め

られる。

これらＹ５による情報提供にせよ、公開質問状への関与にせよ、同係長

からＺ２に対し積極的に行ったものではなく、それら行動内容も真相解明

というＺ２との間で目的が共通かつ同一であったが故に、Ｚ２からの協力

要請に応じたという程度にとどまるものである。したがって、これらの行

為についても法人による自販機問題の真相解明のための調査の域を出るも

のではない。

（イ）Ｚ２の位置づけ

Ｚ２はＹ５を通じて情報提供の依頼等協力を求める形で深く関わってい

ることから、Ｚ２は反執行部派と目される者と同じ扱いができるのか、以

下、検討する。

Ｚ２は、①平成１８年５月１５日頃におけるＹ２からの、組合のことで

という用件での呼びかけに組合の代表権がないにもかかわらず、組合三役

ないし執行委員会に相談ないし付議することなく、組合執行委員として安

易に応じていること、②Ｙ５が必要な自販機問題の情報を持っているとの

話を聞きつけ、同係長に情報の提供を求めたり、さらに同係長に公開質問

状の作成に当たり添削を求めることなどをした上で、実際に組合に対し公

開質問状を提出していること、③一組合員であるＺ２が、質問権の行使の
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ため、自動販売機業者に直接会い、Ｙ５から提供を受けた資料の内容の確

認をとったこと Ｚ２証言Ｐ ９～１５ ④有志と協議するなどして 自（ ． ）、 、

販機問題についての対応の協議を重ねていたこと、などの事実が認められ

る。

しかし、Ｚ２も組合員であるから、組合執行部による組合運営に異議が

あるときは、組合規約第５条第１項の規定に基づき、組合の民主的運営の

ため質問をすることができるものであり、その前提として質問権の行使の

ためには組合執行部を通すことなく独自での調査も認められるはずであ

る。したがって、組合執行部とは異なった動きをしたとしても、それらの

行為すべてが反執行部派あるいは分派活動となるものではない。

そこで、先のＺ２の行動を検討するに、同人は自販機問題についての真

相解明が十分なされているとの認識はもっておらず、同問題について現執

行部の調査のやり方に満足していなかったことは認められるが、同執行部

に口頭によりその説明を求めてもねじ伏せられ受け入れてもらえない恐れ

がある（Ｚ２証言Ｐ．７）と判断して、自販機問題に関する質問を口頭で

することなく、他の組合員とともに文書による公開質問という形をとった

もので、上述の①～④の行動は組合員としての質問権を行使し、自販機問

題の真相解明の意図をもって行ったものと認められる。したがって、Ｚ２

がもっぱら組合執行部を追放ないし追い落としを図る意図をもって行為し

たものとは考えることはできず、反執行部派として位置づけることはでき

ない。

以上のことから、Ｚ２の協力要請に対しＹ５が応じたとしても、その行

動をもって同係長が反執行部派を利用して反組合的な活動をさせようとし

たとまでは言えない。

ウ Ｙ４の行為について

以上のＹ２らの言動の評価を踏まえて、Ｙ４が組合員であるＺ９らに対し

直接あるいは人を介するなどしてＺ２が提出を予定していた組合に対する公

、 、開質問状に連名者として名前を載せるよう勧誘し 承諾を得たことについて

検討する。

Ｙ４は自らの行動がＹ２の意向に沿っており、同病院長の暗黙の了解が得

られるとの認識をもっていたものであるが、先に検討したように同病院長の

意向は自販機問題の真相解明であり、その実現による病院施設の管理や職場

の秩序等の維持であったと考えられることから、Ｙ４も同様の認識の下に行

動していたものと考えられ、それ以上に組合に対する反組合的意図をもって

いたとする証拠はない。

そして、Ｙ４自身の行動についてみても、公開質問状への連名者としての

名義貸しの勧誘は、Ｚ２が公開質問状の質問者に迷惑がかからないようにと

の配慮から、女性の質問者を募るべきであるとの判断に基づいて、Ｙ４にそ

の紹介を依頼し、同次長がこれに応じたものである。すなわち、Ｙ４が公開

質問状の提出に関わっていこうとする積極的な意思をもって始まったもので
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はない。そして、Ｙ４が関わった段階で公開質問状により質問を実施するこ

とや質問内容については、既にＺ２ら組合員有志によって決定されていたも

のであって、同次長関与の内容は既にその提出や質問内容が決められた公開

質問状への連名者を募るといういわば形式的な部分にとどまるのであって、

同次長の協力がなければ公開質問状の提出が断念されるようなことはなかっ

たものと考えられる。さらに、Ｙ４が連名者の勧誘を行った対象者も自販機

問題について説明会に出席するなどして問題意識をもっている者であり、勧

誘に当たって、同次長がその立場を利用して執拗に連名を迫ったようなもの

ではなかった。

したがって、Ｙ４の行為によって公開質問状の提出が容易となったことは

あったにせよ、その行為は組合運営に影響を及ぼすようなものとはいえない

し、実際に連名者を募るという当該行為が組合活動に影響を与えた事実も認

定できない。

よって、Ｙ４の行為は、Ｙ２やＹ５らの行為と同様に病院内で発生した自

販機問題についてその真相解明を目的として行われた調査の一環として、合

理的な範囲にとどまるものであり、不当労働行為には該当しない。

（５）小括

以上のとおり、法人が行った組合員に対する勧奨行為については、自販機問

題を組合内部の問題としてのみ捉えることはできず、しかも調査の一環として

行われ、そこに反組合的な意図を認めることはできないことから、その正当性

が認められ、組合運営に対する支配介入行為には当たらない。

よって、法人の当該勧奨行為は、労働組合法第７条第３号の不当労働行為で

はないと判断する。

第５ 結 論

以上の次第であるから、当委員会は、労働組合法第２７条の１２及び労働委員

会規則第４３条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

第６ 当委員会の意見

１ 法人は、山口総合病院内に設置された売店の運営について、施設管理者の立場

から組合員だけではなく、職員ひいては患者の福利厚生をも図るべきとの考えの

下に、売店の経営に強い関心をもって、売店運営の在り方検討委員会においても

かかる姿勢で臨んでいたものと思われる。他方、組合としては売店の運営は組合

活動の一環として、かかる法人の姿勢からくる売店売上げ等の情報開示申入れな

どは、不当な組合への干渉であると捉え、労使間に意見の対立、相克が生じてい

た。そのような状況の下、自販機問題が発覚し、この問題についてあくまでも自

主的な真相解明と問題処理を主張する組合と、当該問題は法人の問題でもあると

して徹底した真相解明を求める法人との対立が、結果として本件勧奨行為になっ

たものと思われる。

２ 既に述べたように、本件自販機問題は、組合内部の問題にとどまらないものと
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考えるが、他方で、組合自治に関する問題でもある。

したがって、法人に職場秩序の維持や社会的信用を保持する必要性が認められ

るにしても、真相解明のための調査方法において特段の配慮が必要であったとい

うべきであり、法人にこの点についての十分な配慮を欠いた観があることは否定

できない。

他方、組合側も自販機問題についての重大性を認識し、早期に第三者を入れた

調査等を行うなどして客観的な事実の把握に努めるべきであったところ、特に組

合が自販機問題を認識した直後の調査に不十分さを感じざるを得ない。

３ 当委員会は、本件申立てに対する判断は自販機問題の真相解明を目的とすると

ころではないが、労使双方においては本件申立てに至った労使双方の問題を厳粛

に受け止め、今後の労使関係の在り方を検討する指針としていただきたい。

４ 労使関係が良好であると言えるためには、労使協議を定期的に行い、双方が真

摯な姿勢で話合いのテーブルに着き、お互いの立場を尊重し不信を抱かないよう

な場づくりが必要である。労使双方は、労使協議の場を通じて労使間の課題を円

満のうちに解決するなど早急に正常な労使関係の回復に努めるとともに、労使協

調し、地域に愛され信頼される病院経営をめざして協力し合うことを切に望むも

のである。

平成２０年２月２８日

山 口 県 労 働 委 員 会

会 長 加 藤 政 男 印


